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特別支援教育が本格的にスタートし，教育現場は今，大きな転換期にある．これまで特

別な支援の対象とされてこなかった通常の学級で学ぶ発達障害の児童生徒に対しても適切

な支援が求められている．これらの児童生徒への支援を充実させるために「特別支援教育

支援員」を活用した事業が全国的に展開されてきている．しかしこの事業はまだ始まった

ばかりで，特別支援教育支援員の具体的な役割や担任教師との連携のあり方，効果的な研

修のあり方等について，まだ試行錯誤の段階にあるそこで本研究では，これまで特別支

援教育支援員として実際に児童生徒の支援にあたったことのある人を対象に，支援活動を

行う中でどのような困難や要望を抱いているかについて，自由記述によるアンケート調査

を実施した．記述された内容をＫＪ法に準じて整理した結果，特別支援教育支援員のニー

ズは「教師との連携｣，「支援のあり方｣，「苦悩」の３つにカテゴリー化された．これらの

結果をもとに，今後の課題が検討された．
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Ｉはじめに

平成１９年度から特別支援教育が本格的にスター

トし，通常の学級に在籍する発達障害を含む障害

のある子どもたちへの適切な支援が強く求められ

ている．秋田県においても，通常の学級に在籍する

知的発達等に遅れはないものの学習面や行動面等で

著しい困難を示す児童生徒は，平成21年の実態調査

によれば全体の2.5％を占め，同様の調査を行った

平成１８年に比べて0.7ポイントの増加を示していた
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(図ｌ)．これは，特別支援教育への教師の意識の広

がり，特別な教育的支援を必要としている児童生徒

に対する気づきが増えてきたことによると考えられ

ている（佐藤，2010)．

しかしながらこれらの児童生徒への支援は，教師

のマンパワーだけでは難しい場合もあることから，

全国で特別支援教育支援員を活用した事業が展開さ

れてきている（文部科学省，２００７；宜保ら，２００９；

北海道教育庁，２００９；庭野，２０１０；吉原ら，2010)．

文部科学省（2007）によれば，特別支援教育支援員

には，校長，教頭，特別支援教育コーディネーター，

担任教師と連携して以下のような役割が想定されて

いる．

①基本的な生活習慣確立のための日常生活の介助

②発達障害の児童生徒に対する学習支援

③学習活動，教室間移動等における介助
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学習面で著しい

行動面で著しい

2,055人

(2.5％）

2,055人

図１秋田県公立小・中学校おける特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する実態調査
知的発達等に遅れはないが，学習面や行動面で著しい困難を示すと学級担任等が回答した児童生徒

の割合．平成21年調査．秋田県公立小・中学校389校，83,061人対象．（佐藤，2010）
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Ⅱ対象と方法

平成22年度のＡ市内小中学校支援員98名の内，過

去に１年以上特別支援教育支援員として稼働したこ

とのある46名（小学校38名，中学校８名）を対象と

した調査は平成22年４月に行われた特別支援教育

支援員研修会当日に行われた．特別支援教育支援員

の活動の現状と課題等を明らかにするために，これ

までの支援員の仕事で困ったり大変だったりしたこ

とや支援員の仕事を充実させるための要望につい

て，自由記述によるアンケート調査を実施した．回
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図２秋田県公立小・中学校おける特別支援教育支援員の推移

小中学校で活動したことのある人を対象に，支援員

の仕事を行う中で，どのような困難を感じたり，要

望等を抱いたりしているかを明らかにすることとし

た．

④児童生徒の健康，安全確保関係

⑤運動会（体育大会)，学習発表会，修学旅行等

の学校行事における介助

⑥周囲の児童生徒の障害理解促進

秋田県でも図２に示したように，平成１９年度には

245人だった小・中学校の特別支援教育支援員は年

をおうごとに増え，平成22年度には483人と倍増し

ており，学校現場のニーズの高さがうかがえる．こ

の事業は，人的配置を伴う実際的・現実的なものと

して評価されるものの，事業は始まったばかりで，

特別支援教育支援員の具体的な役割や担任との連携

のあり方，効果的な研修方法等について，まだ試行

錯誤の段階にある．

そこで本研究では，この事業の一層の充実を図る

ために，これまで特別支援教育支援員として実際に
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答は全員から寄せられ，内容はＫＪ法に準じてカテ

ゴリー化し検討した．

Ⅲ結果と考察

自由記述の内容を分析したところ，総ラベル数は

93枚で，大きく「連携｣，「支援のあり方｣，「苦悩」

の３つのカテゴリーに分類された(表l)．なお,（）

の数字はラベル数を示す．

１．連携について

特別支援教育支援員からの意見で最も多かったも

のは，教師との連携に関するもので，半数近くの人

があげた．内容としては，「担任の先生との打ち合

わせ時間がとれず，どんな支援をしたらよいかわか

らなかった」「子どもについて担任の先生との共通

理解があるととてもサポートしやすいが，担任が忙

しく打ち合わせする時間がなかなかとれない」「担

任の先生にとっても貴重と思われる子どもの様子や

情報を伝えたいと思っても，担任が忙しため伝えら

れず，もったいない」など，担任等との打ち合わせ

や子どものことについて話し合う時間がなかなか取

れないというものが大半を占めた．しかし，なかに

は担任からどのように子どもを支援してほしいかの

指示がなかったり，場合によっては支援員にまか

せっきりだったりというものもあった．これは単に

教師が時間的に忙しいために連携が図れないという

ことだけではなく，他者と一緒にチームを組んで教

育や支援にあたることに不'慣れなことやそもそも特

別支援教育に対する理解不足といったことに起因し

ていると考えられる．今後は担任と特別支援教育支

援員が子どもの様子や支援のあり方などについて話

し合う時間を確保するだけでなく，特別支援教育

コーディネーター等とも定期的に話し合いの場を持

ち，支援あり方や方向を確認していくことが必要で

ある．現状では，子どもへの支援を担任や特別支援

教育支援員まかせにせず，学校全体で支援していく

実践を積み重ねていくことが，特別支援教育の充実

に欠かせないといえよう．

２．支援のあり方について

支援のあり方では，「どんな支援をしたらよいの

かわからなかった」「どんな支援をしたらよいか相

談できる人がほしかった」など具体的な支援方法の

あり方についての意見が寄せられた．なかでも,「屋
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表１アンケート調査の分類

連携

･担任や教科担当教師との連携（22）

･保護者との連携（５）

支援のあり方

･具体的な支援方法（７）

･パニックや突発的行動への対処（７）

･支援方法や方向性の相違（６）

･担任の障害理解不足（３）

･校内支援体制（６）

･周囲の児童生徒への対応（９）

･情報の提供や共有（８）

･勤務体制（９）

･その他（３）

苦悩

･支援への自信喪失（４）

･暴言等に対する精神的ダメージ（４）

外の活動で突然校外に飛び出してしまうことがあ

り,交通事故にあったらと心配した」「授業中パニッ

クになり，椅子や机をけとばしたり床に寝そべった

りし，どうしたらよいかわからなかった」といった

パニックや突発的行動に対する対処法を知りたいと

いう切実な要望が寄せられた

一方，「担任の先生とは子どもへの支援に関して

共通理解できたが，他の先生とはそれができず，先

生によって子どもへのかかわりが違って困った｣｢担

任と特別支援教育コーデイネーターの間で，支援に

関する考えや意見が異なり，その間で自分はどうし

たらよいか悩んだ」など，子どもの支援の方向や方

法に関しての考え方が異なる場合にどうしたらよい

か困ったという意見も少なからず見られた．こうし

た問題は，単に担任と支援員の連携を円滑にするだ

けでは解決できず，特別支援教育コーディネーター

を中心とした校内委員会等で支援の方向性を明示し

ていくことが大切と思われる．意見の中に，「障害

理解を深めるために，全職員を対象とした研修会や

検討会が開かれ,誰でも対応できるようにしている」

とか，「困ったとき，担任や学年の先生，特別支援

教育コーデイネーターからアドバイスをもらい支え

てもらった」といったものがあった．このことは通

常の学級に在籍する発達障害のある児童生徒を教室

で支援する際には，担任や特別支援教育支援員が中

191

Akita University



心となるものの，困った時には気軽に相談できるよ

うな雰囲気や体制をつくることに学校全体で取り組

んでいくことが何よりも大切であることを示してい

る．

予想以上に多かった意見として，周囲の児童生徒

への対応があげられた．単に周りの子どもとどうか

かわらせるかということだけでなく，周りの子ども

にどう理解してもらい，周りの子どもたちをどう育

てていくかといった積極的な意見もあげられた．

また，対象児童生徒の障害の種類や程度，それま

での支援・教育歴等の情報提示や前年度の支援員か

らの引き継ぎがあればよいなど，情報の提供や共有

に関する要望も多く寄せられた

他に，勤務体制に関する意見も多く見られた．こ

れはＡ市での特別支援教育支援員の勤務時間が始業

時間から５時間のため，午後の支援ができなかった

り，担任と打ち合わせする時間がとりづらいという

ものであった．

３．苦悩について

支援しても対象児童生徒の問題行動等が改善せ

ず，自信をなくしてしまうということだけにとどま

らず，「暴力的な言動等で，私自身が気持ちの上で，

これ以上児童の支援をするのは無理と思うことが

あった」とか，「子どもが暴れたり，暴言を吐かれ

たり，自分自身が病んでいくような状況に陥った」

という訴えも少なからずあった．特に，発達障害の

ある児童生徒の支援にあたる特別支援教育支援員の

場合には，このような精神的ダメージを受けること

も予想されることから，支援員のメンタルヘルスに

も十分配慮していくことが求められている．

今回の特別支援教育支援員の記述からは，暴言等

によるストレスもさることながら，そういったこと

を相談する場や機会が確保されていないことも大き

なストレス要因となっていることがうかがえた．し

たがって，学校側は支援員と積極的にコミュニケー

ションを図ることが求められているといえよう．た

だし，増井（2002）も指摘するように，単に話し合

いの場や機会をたくさん用意するというだけでな

く，本人のわかってもらいたいという切実な気持ち

を安心して伝えることができる雰囲気や仕組みをつ

くり出していくことが何よりも大切なことを忘れて

はならない．今後の課題として，特別支援教育支援

員のメンタルヘルスにも十分配慮した校内支援体制
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の仕組みを整えていく必要性が強く求められてい

る．

Ⅳまとめ

今回の特別支援教育支援員へのアンケート調査か

ら以下の課題が提起された．

１．特別支援教育支援員のニーズで最も高かった

ものは，担任教師との連携に関してであった．なか

でも教師が多忙のため，子どものことについて話し

合う時間が十分もてないとの訴えが多かった勤務

時間調整を図るなどして，担任教師と日常的に話し

合える時間を確保することが求められていた．

２支援の実際的・具体的なあり方についても高

いニーズを認めた．特別支援教育支援員の方々が求

めているのは，いわゆる集合研修等で一般的な支援

方法を学ぶだけでなく，個々のケースの支援の方向

'性を含め，より個別的，具体的な支援の方法であっ

た．発達障害児への支援は今ようやく始まったばか

りで，場合によっては担任教師にも発達障害に関す

る十分な知識や経験がなく，具体的な手立てを見い

だせないでいる場合もある．したがって支援の充実

を図るためには，指導を担任教師や特別支援教育支

援員にまかせきりにせず，校内に特別支援教育に関

する委員会を設置し，特別支援教育コーデイネー

ターを中心として，特別な教育的支援を必要とす

る児童生徒への支援方策を検討し，「個別の指導計

画」を作成するなど，学校全体として組織的な対応

を進めていくことが求められている．さらにケース

によっては，特別支援学校のいわゆる「センター的

機能」等を活用した外部専門家によるコンサルテー

シヨンにより現場での具体的な課題解決を図ってい

くことが重要である．

３．今回の調査で特別支援教育支援員の中に，子

どもからの暴言等で精神的なダメージを受けるもの

が少なからずいることが明らかとなった．管理職等

は支援員のメンタルヘルスにも十分配慮した対応が

求められており，早急に具体的な支援のあり方につ

いての検討が必要とされている．
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Summary

Thespecialsupporteducationsystemstarted，

andschoolsarefacingamaJorturningpoint、

Schoolchildrenwithdevelopmentaldisorders

whohadattendednormalclassesandwhowere

excludedfromthespecialsupportprograminthe

pastmustnowbegivenappropriatesupport、Ｉｎ

ｔｈｅｄｒｉｖｅｔｏｕｐgradesupporttothesechildren，
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programsmobilizing”specialsupporteducation

supporters”areinoperationacrossJapan・

However,theseprogramshavejuststartedand

arestillinthephasesofexploringintoissues,such

asthedefinitefunctionsthatthesesupporters

aretoplay，howtheyaretocoordinateactivitieｓ

ｗｉｔｈｓｃｈｏｏｌｔｅａｃｈｅｒｓｉｎｃｈａｒｇｅｏｆｓｕｃｈchildren，

whatshouldbedonefbreffectivesupporter

training，etc・Forthisreason，aquestionnaire

surveyconsistingofopen-endedquestionswas

conductedonspecialsupporteducationsupporters，

ｒｅｇａｒｄｉｎｇｗｈａｔｐｒｏｂｌｅｍｓａｎｄｎｅｅｄｓｔheyfind

inengaginginsupportactivities，Theresponses

wereorganizedwiththeKJmethod，andthe

needsofthesupporterswereclassified

into3categories，namely，川coordinationofaction

withschoolteachers,w11directioninsupportpolicy11

and1Idifficulties.”Theissuestobeaddressedinthe

futurewereexamined,basedｏｎthefindings．

Ｋｅｙｗｏｒｄｓ：specialsupporteducation，

developmentaldisorders,special

supporteducationsupporters
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